
平成２５年度事務事業評価及び特定分野評価（補助金） 
に係る改善計画書 

事業名 二次予防事業費 

所管課名 高齢介護課 課長名 内藤 和男 

事業の目的と実施内容 

目的 

○６５歳以上の高齢者で特に介護予防が必要な方で要支援、要介護状態になる
可能性の高い高齢者（二次予防高齢者）のうち、運動器の機能低下及び低下の
可能性がある者に対して、運動指導を行うことにより自立した生活機能を維持
し、QOL（生活の質）を向上させることを目的とする。 
○介護予防をより効果的にするために、「基本チェックリスト」提出者で、二
次予防高齢者又は転倒に関する項目に該当がある方を対象に体力測定を実施
し、その判定結果に基づき、対象者の運動機能に適した指導を行うことで、継
続した運動習慣を身につける。 

内容・方法 

二次予防高齢者を対象とした、運動器の機能向上を目指し、運動指導を行うこ
とにより、自立した生活機能を維持し、QOL（生活の質）を向上させるため
のシルバートレーニングスクールを実施。スポーツドクター等との連携のも
と、健康運動指導士等専門職の派遣による、医学的体力チェック・カウンセリ
ングを始め、運動プログラムの作成・実施し、評価までを行う。 

１ 評価結果及び町の最終方針 

自己 改善して実施する １次 改善して実施する ２次 － 

今後の方向性に係る意見等（最終） 町の最終方針 

効率性の評価がＣとなっているのは、平
成 24 年度から一次予防事業に重点を
置いた結果であり、効率性が悪化したこ
とによるものではないと判断する。ただ
し、周知方法の見直しに加え、対象者が
参加しやすい実施方法について検討す
ること。 

平成２５年度から、広く対象者に周知するために
６５歳以上に実施される基本チェックリスト回
答者に、二次予防事業の案内を送付した。また、
新たに開設された健康プラザを拠点とした二次
予防事業を展開し、参加者の意見等を取り入れな
がら、参加しやすい実施方法を検討していき、平
成２６年度事業から適宜反映させていく。 

２ 町の最終方針を実施するための具体的な方法 

項目名 時期（期限） 具体的な改善等の内容 

町民周知 既に実施 広報紙等を用いて周知案内を行う。 

改善内容の検討 各教室終了後 
参加者の意見等を聞きながら、参加しやすい教室を目指し
改善を図る。 

予算請求 H25.12 改善内容に合わせた予算請求を行う。 

町民への周知 H26.4 制度案内及び広報誌などにより周知案内を行う。 

新事業の実施 H26.4 事業を開始する。 

３ 改善後の事業が目標とする成果 

指標の名称 

※原則として評価時と同一 
単位 

基準年度 

（Ｈ２５） 
Ｈ２６ Ｈ２７ 

参加延べ人数 人 ９００ ９２０ ９４０ 

目標とする成果
の設定理由 

二次予防高齢者の運動器の機能低下を運動指導等により、自立した生活
機能を維持し、生活の質を向上させる。 

４ 経費等の見込み 

 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

事業費（予算） 単位：千円 9,206（当初） 10,046（一次） 10,046 

概算職員数 単位：人 ０．１６０ ０．１６０ ０．１６０ 



 

５ 改善等工程表 

項目名 
（２ 町の最終方針を実施するための具体的な方法と一致） 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

 工程名 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

町民周知                         

 広報等による周知（既に実施済み）                         

改善内容の検討                         

 事務事業評価に基づく課内での検討                         

講師などからの意見等調整                         

利用者からの要望等の調整                         

予算要求                         

 担当課算定による予算要望                         

町上層部との内容の精査                         

次年度事業実施に伴う細部調整                         

町民への周知                         

 利用者への周知                         

制度案内による周知                         

広報等による周知                         

新事業の実施                         

 

 

新たな事業の開始                         

対象者への電話等による勧誘                         

運動測定結果の配布                         

事業評価                         

 


